
【　風水害・崖崩れ　】
	
	行 動 種 類
	具　体　的　内　容
	 資料・様式

	事
前
対
応
	 早退・休校措置
	立地条件等により、的確な判断（河川・崖等）
早退の場合は、職員が引率する。
	 

	
	 防災教育

	防災リテラシーの育成
・河川や増水した所に近づかない
・強風雨時の外出はしない
・迅速な避難
・防災無線等からの正確な情報収集
	 

	
	 役割の明確化
	学校早期再開担当　　　避難所支援担当
	

	
	 避難所関係
	名簿枠、各種表示の作成
	P30

	風　　水　　害　　発　　生

	初
期対
応
	 状況調査
	河川の増水等状況（調査者の安全確保！）
校舎等の被害状況（校舎・ライフライン　等）
	       

	
	 施設・備品等確保
	風への対応　　浸水への対応（高所へ移動）
	

	
	 重要書類確保
	浸水への対応（高所へ移動）
	

	継
続
対
応
	学 校 早 期 再 開
	避  難  所  支  援    

	
	(1)児童生徒への対応
  ①調査（可能な限り早急に！）
    ・健康状態（心身の健康）
　　・所在（自宅・親戚・避難所　等）
　　・家庭環境（家族・住宅　等）
    ・教科書、学用品不足確認
  ②対応  
    ・心のケア（話を聞く・励ます等）
    ・見舞い文作成、配布
    ・早期再開計画作成（日程・内容）
    ・教科書等受給（災害救助法等による）
(2) 施設、備品等への対応    
    ・被害状況調査
    ・清掃、片づけ
    ・学習場所確保
    ・破損器具、教具等の調査と　　　対応
	P32
P34~
P31
P55
	(1) 開設支援
    ・開設場所の決定、表示
      （本部・受付・一般・救護・便所・物資保管所・他）
    ＊校長室・職員室・事務室は、　　　できる限り開放しない。
    ・受付　避難者一覧表作成
    ・毛布、食料等物資の配給
    ・問い合わせ等対応
    ・負傷者への対応
    ・開設の報告（教育委員会）
(2) 運営支援
    ・自治組織の設立支援
    ・避難所運営委員会設立支援
    ・ボランティア受け入れ
    ・情報連絡
    ・避難者の苦情・悩み等対応
    ・衛生環境の整備
	P30
  　 P57
P28
P26
P26
P58
 　 P25
P24
P23
P23
P26

	事
後
	 心のケア
	継続ケア　二次的被害対応　保護者へのケア等
	 P34～

	
	 各種調査
	健康調査（心身）　学校・地域復旧状況
	 P 47~50

	
	 各種報告
	最終被害状況　児童生徒転居・転校　復旧状況
	  P55・54 


手　順　及　び　留　意　事　項
                             　
	 安　全　確　保


　事前対応
  ①天気予報・警報等により、臨時休校措置または早退措置をとる。
    ・学校の立地条件等（河川・海・崖に近い等）により、的確な判断を行う。
    ・早退措置の場合は、教職員が引率する。
　②防災リテラシーの育成
    ・増水した河川や池などに近づかない。
    ・強風雨時の外出はしない。
    ・迅速な避難及び家族で緊急時の避難場所を決めておく。
　③教職員の役割の明確化
    ・水防指令１～３号の発令を想定した教職員の待機体制をつくる。（水防指令３号の　　　発令が予想されるばあいは、避難所開設も視野に入れる）
    ・マニュアルに従って、学校早期再開担当者及び避難所支援担当者とは、事前打合せ　　　を行う。
  　・校舎図に被害等の情報を記入　
　④避難所関係
    ・名簿枠の作成
    ・避難者家族票および一覧表の準備
    ・毛布、暖房等の準備
    ・開放予定場所の安全確認
    ・各種表示の作成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	　　
	状　況　調　査


　　　　　　　　　
    校舎の状況　
     ・浸水箇所及び危険箇所の確認（危険な場所は、立ち入り禁止の表示を行う）
     ・学校早期再開及び避難所開設に向けて、使用可能箇所の確認
     ・ライフラインの状況
     ・校舎図に状況を記入することにより、全体被害状況を全員で把握する。
　　児童生徒に関わる状況
     ・本人、家族の安否及び健康状態（心身）
     ・家（建物）の状況
     ・避難先の確認（避難所・親戚・その他）
     ・教科書、文具等の紛失状況
     ＊併せて、家庭訪問の際には心のケアも実施（話を聞いたり、励ましたり）
     ＊下記の地域の状況を併せて実施が効率的
    地域の状況
     ・通学路、道路の状況（交通機関含む）
     ・建築物の状況（倒壊、床上・床下浸水）
     ・ライフラインの状況
     ・地域図（地図）に被害状況を記入し、校区内の被害状況を全員で把握する。
         〈記入内容〉
            　・浸水地域　・通行止め　・山崩れ　・崖崩れ　・倒木　・家屋倒壊
              ・橋の流失　等
    近隣の学校等の状況
     ・被害の軽微な学校は、被害の重大な学校への支援体制を組む。
   ＊校区内の調査中に救出活動に遭遇した時は、救出活動支援を優先する。
	学校早期再開計画


      ＊学校再開は、支援にも児童生徒の心のケアの大きな第一歩であるとともに、保護　　　　者の自宅等復旧作業の支援にもなりうるため、できる限り早期の再開が望まれる。     
学校早期再開への調査
＊別記状況調査と併せて実施
臨時教育計画の作成
＊全職員に周知できるよう、できるだけ早期の再開を目指した計画表を作成
・学級（学年）別の学習場所の確保
・学校施設、設備、校区の被害状況を掌握する。
・校区の災害状況地図をもとに、必要に応じて新しい通学路を決める。（ＰＴＡ役員や対象地域の役員とも話し合い、了解を得る）
・授業形態及び授業時間の検討（給食センターの被害状況を考慮）
・教育計画表をもとに、再開日時を教育委員会やＰＴＡと相談し、児童生徒・保護者に確実に連絡する。
・教職員は可能な限り、学校再開に向けての必要な行動を優先する。
      転出・転入、就学援助
・児童生徒の転出・転入一覧表を作成し、職員室等に掲示し、その都度記入・確　　　　　認ができるようにする。
・転出、仮転出している児童生徒の転出先の住所・学校の確認をする。
・転出の場合は、基本的には「在学証明書」「教科書給与証明書」を持たせる。
・転入の場合は、「在学証明書」「住民異動届（写）」等を確認する。書類がな　　　　　　　い場合も受け入れる。
・災害救助法の適用を受けた市町に在籍する児童生徒が紛失した教科書は、無償で給与される。適用外の市町の場合は、要保護・準要保護児童生徒のみ無償で　　　　　給与される。
・保護者の安否及び被災状況（全壊・半壊・一部半壊等）を調査しておく。就学奨学金の申請や助成金等の申請に必要となる。
	　　
	避難所支援


開設支援　
　　　　・校舎の被害状況を確認し、開設場所及び開放場所の決定・表示を行う。
　　　　　（本部・受付・避難所・救護・便所・物資保管所等）
　　　　・校長室、職員室、事務室は、できるだけ開放しない。
　　　　・避難者家族票、避難者一覧表準備
　　　　・毛布、暖房器具等の準備
運営支援
・避難者家族票の配布、回収（所定の場所に誘導後）、一覧表の作成
・負傷者への対応（重傷及び緊急時は、救急車を要請）、訪問者・電話への対応
・便所、ゴミ処理等の衛生管理（特にゴミの分別処理方法の指示）
・救援物資、食糧の請求、仕分け、配給
・ボランティア受け入れ、要請、コーディネイト（必要な業務への割り振り）
・避難所での幼児、小学生への対応（特に昼間）
・避難所生活ルールの再検討、発表
・避難所日誌の記入
・遺体の受け入れ、引き渡し
	学校再開後


心のケア
・心のケアに関する実態調査（すべての面で異常なしの児童生徒に注意）
・行政、専門家と連携した継続的な心のケアを実施する。
・保護者への心のケアも併せて実施する。
・二次的被害（被災による失業、離婚等）による児童生徒への心のケアの対応に　　　　　も細心の注意をはらう。
　　　各種調査
　　　　・健康調査及び学校・地域の復旧状況
　　　各種報告
　　　　・最終被害状況　・児童生徒転居、転校　・復旧状況　・避難所の状況
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